
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

豊塑壁塁」匿動型旦週杢左左型塗

1 事業の成果
令和元年度は前年度に引き続き、定款の目的・活動・事業に沿って活動した。すなわちより安全で快適な環境

の保全と創出及び循環型社会の構築に寄与することを目的に、オゾン処理を中心とした酸化手段による環境浄

化技術に関する情報収集、啓蒙、適正化及び高度化のための事業を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 10,863 】千円)

事業内容 実施日時 実施場所
従事者

の人数

受益対象者の範囲

及び人数

支出額

(千円)

普及事業

会務

普及、啓蒙を図るための協会運営活

動

① 総会(R2.9.11)
② 理事会(R2.6.5)
③ 運営委員会(R2年度 7回 )
R2.4.15、 4.24、 5.22、 7.15、

8.5、 10.2、 R3.2.17

④ 各部会
広報・編集・工業部会

G2年度全 8回 )
R2.4.15、 4.17、 7.8、 10.1、

11.6、 R3.1.29、 2.16、 3.10

総務。財務部会

G2年度全 9回 )
R2.4.15、 4.17、 7.8、 10.1、

11.6、 R3.1.29、 2.10、 2.16、

3.10

令和 2年 4月
～令和 3年 3
月

①タワーホール船
堀

②書面審議

③第 1回～第 6回

書面審議、第 7回
オンライン会議

④書面審議及びオ

ンライン会議

30人 一般市民、環境や

オゾン利用に興味

を持つ人・団体

100人

6,390

講習会の開催

第 38回オゾン技術に関する講習会・

見学会

令和 2年 12
月 11日

オンライン方式 10人 一般市民、環境や

オゾン利用に興味

を持つ人・団体

30人



(定期開催)

第 12回オゾン安全管理士講習会

第 16回オゾン安全管理士講習会

第 18回オゾン安全管理士講習会

第 21回オゾン安全管理士講習会

(出張開催)

第 13回オゾン安全管理士講習会

第 14回オゾン安全管理士講習会

第 15回オゾン安全管理士講習会

第 17回オゾン安全管理士講習会

第 19回オゾン安全管理士講習会

第 20回オゾン安全管理士講習会

第 22回オゾン安全管理士講習会

第 23回オゾン安全管理士講習会

第 24回オゾン安全管理士講習会

第 25回オゾン安全管理士講習会

第 26回オゾン安全管理士講習会

第 27回オゾン安全管理士講習会

第 28回オゾン安全管理士講習会

令和 2年
9月 7日

令和 2年
11月 10日

令和 2年
10月 6日

令和 3年
2月 3日

令和 2年
7月 3日

令和 2年
7月 9日

令和 2年
7月 27日

令和 2年
7月 29日

令和 2年
10月 7日

令和 2年
10月 8日

令和 2年
11月 24日

令和 2年
11月 17日

令和 2年
12月 9日

令和 3年
3月 5日

令和 3年
3月 12日

令和 3年
3月 17日

令和 3年
3月 24日

タワーホール船堀

大阪市立青少年セ

ンター

タワーホール船堀

タワーホール船堀

nキーパーズ

閉テルゥエル西日

本

(合)スペースチェン

ジ

クオール HDい

アドセック欄

アドセック帥

アポロビルサービス

榊

同カーシー

ナーセル閉

クオール榊

けんこうな食卓を創

る会

い富士美建

三友商事閉

40人 オゾン設備管理者

他 250人

刊行物の発行

オゾンニュース(OZONE NEW.S in
Japan)の発行 No.113～ 116

令和 2年 4

月、7月 、10

月、令和 3年 1

月

東京都 20人 一般市民、環境や

オゾン利用に興味

を持つ人・団体

500人



調査研究

事業

二相ステンレス鋼のオゾン耐食性試

験受託

令和 2年 4月
～令和 3年 3
月

京都市上下水道局

吉祥院支所、阪神

水道企業団尼崎浄

水場

10人 オゾン発生装置関

連会社 15人
639

調査研究

事業

再生水システム国際標準化

(TC282)

造水促進センター受託の再生水シス

テム国際標準化委員会へ参加、オゾ

ンWGとしてオゾン技術ガイドライン
の FDISを国際回付、関係国の承認
獲得。R2年 6月 IS020468‐ 3として
発行。オゾンWGは R2.9,29に開
催。

令和 2年 4月
～令和 3年 3

月

東京都他 10人 企業関連団体 8人 639

調査研究

事業

低濃度オゾン水の新型コロナウイル

スに対する不活化効果に関する委託

研究

令和 2年
6月 ～令和 3

年 3月

東京都他 10人 オゾン発生装置関

連会社 15人
639

国際協力

事業

刊行物の配布・情報交換

国際オゾン協会発行のオゾンニュー

スVol.48,No.2～ Vlol.49,No.1、 オゾ

ン:サイエンス&エ ンジニアリング
Vol.42,No.2´ ′ヽVlo1 43,No.2σ )フゝ

手、配布。米国、欧州、アジア各国と

の情報交換

令和 2年度 6

回発行

東京都 30人 オゾンに興味を持

つ人

200人

1,917

認定事業

オゾン発生装置認定委員会

大型オゾン発生装置認定審査会に

て再登録審査 1回開催。
小型オゾン発生装置審査会 3回開

催(定期開催 2回 +臨時開催 1回 )

令和 2年 4月
～令和 3年 3

月

東京都 10人 オゾン関連会社 5

社 150人

639

(2)その他の事業

なし

(事業費の総費用 【 0 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)
令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がム:n場合)
特定非営利活動法人 日本オゾン協会

科 目

3,329,400

419,484

51.576

R R00 460

1,862,284

481,842
214,380
20,393
1,402,679
42,020
871,019

1,523,388
292,052
151_65R

7_061_710

4 161 ,7R

8,671,000

7,372,042

4,203,594

10,862,170

4, 161,278

14 1,6_598

I経常収益
1.受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費
入会金会費
2.事業収益
普及事業収益

調査研究事業収益

認定事業収益
3.その他収益
受取利息
広告収益

書籍

著作権料
その他 (預 り金からの繰込み3,146,282円 含む)

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1.事業費
(1)人件費

給与手当

通勤費

法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費 (研究委託費600,000円 含む)

旅費交通費 (年次、講習会他出張 )
通信運搬費 (オゾンニュース、ハンドプック郵送)

消耗品費 (講習会他)
諸会費 (10A負担金 )
賃借料 (会場代)

諸謝金 (講習会講師等 )

印刷製本費 (オゾンニュースその他資料)
広告宣伝費 (水道新聞等)

雑費

その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)そ の他経費
交際費 (慶弔関係)
広告宣伝費 (HP改修 )
会議費 (理事会、運営委員会他 )

印刷製本費 (濃度測定方法他)

旅費交通費 (運営委員会日当、旅費)

通信運搬費 (電話代、宅急便代)

消耗品費 (リ ース料等 )
賃借料 (運営委員会等会議室賃借料)
水道光熱費 (事務所 )
地代家賃 (事務所家賃 )

諸会費 (フ
・―ルアたティ、日本橋法人会)

支払手数料 (税理士、クレジット手数料)

雑費

その他経費計
管理費計
経常費用計

当期経常増減額
税引前当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和2年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 日本オゾン協会

科 目 金 額

18.373.513

16,599,450

1, 140,930

263,993

369, 140

17,232,583

1, 140,930

I資産の部

1.流動資産

現金預金

商品

未収入金

流動資産合計

2.固定資産

保証金

固定資産合計

資産合計

4,246,915

4.246,915

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

預り金

未払金

流動負債合計

負債合計

2,778,236

1,468,679

14,126,598

5,223,188

18.373.513

Ⅲ 正味財産の部

正味財産

(う ち当期正味財産増加額)

負債及び正味財産合計額



28

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 本オゾ

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正NPO法 人会計基準協議会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法にて処理しています。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は保証金 (敷金)のみであり、減価償却の対象となる固定資産はありません。

(3)引当金の計上基準
該当するものはありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当するものはありません。

(5)消費税等の会計処理
当協会は消費税の免税事業者ですので、消費税の会計処理を行っていません。

2.事 業別損益の状況

合計
認定
事業

事業部門計 管理部門
普及
事業

調査研究
事業

国際協力
事業

科 目
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1.402.679 7.061,7 4, 161,278

223.555 4, 161,278670.67 2,073,349

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
通勤費
法定福利費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
諸会費
賃貸料
諸謝金
印刷製本費
広告宣伝費
水道光熱費
地代家賃
支払手数料
雑費
雑損失
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金 額 算定方法内容

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は14,126,598円 ですが、そのうち 0 円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は14,126,598円 です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業に直接係る費用 (例 :講演会参加登録の委託、協会刊行物の印刷代、郵送代、事業に係る旅費、講習会の開催費

用、講習会の講師代、講習会等の宣伝代等)は事業費に計上、共通的な費用 (例 :協会の新聞広告代、協会ホーム

ベージの更新費用、各種部会の旅費、電話代、コピー機等リース代、家賃、税理士費用等)は管理費として計上

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７
１

６
０

期末残高 備 考内容 期首残高

該当なし

合計

取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額科
ヨ
＝

1: 140,9301,140,930

1, 140,930

有形固定資産
該当なし

無形固定資産
該当なし

投資その他の資産

保証金 (敷金)

合計

合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との112引

科 日

計算書類に

計上された
金額

3,329,400
(活動計算書)
給与手当

活動計算書計

(貸借対照表)

該当なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

科 目

16,599,450

448,532

16, 150,918

14,700, 143

810,409

640,366

263,993

263,993

369, 140

69, 140

300,000

1, 140,930

17,232,583

1, 140,930

18,373,513

I資産の部
1.流動資産
(1)現金預金

1)現金 (手元有高)

2)普通預金

みずほ銀行赤坂支店

みずほ銀行虎ノ門支店

みずほ銀行赤坂支店 (外貨預金)

(2)商品
1)ハンドブック

(3)未収入金

1)普及事業収入

2)調査研究事業収入

流動資産合計

2.固定資産
(1)保証金

固定資産合計

資産合計

4,246,915

4,246,915

2,778,236

1,030

2,777,2{〕 6

1,468,679

1,468,679

Ⅱ 負債の部

1.流動負債
(1)預り金

1)源泉所得税

2)ISO
(2)未払金

1)IOA負担金他

流動負債合計

負債合計



書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこ

れらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非 人 日本オゾン協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1

r覆彗`監事
V
(会長)

マスコ アツシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

増子 敦

2

監事

(副会長)

オオト トキオ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

大戸 時喜雄

3

監事

(副会長)

オオタキ マサヒロ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

大瀧 雅寛

4

監事

(副会長)

フルカワ セイジ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

古川 誠司

5
監事
イシトビ ヒロユキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

石飛 博之

6 監事

イトウ サダヒコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

伊藤 禎彦

7
監事
イワセ ノプロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

岩瀬 伸朗

8 監事
ソウマ タカヒロ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

相馬 孝浩

9
監事
タカハラ ヒロフ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

高原 博文

10
監事
タナカ トシヒロ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

田中 俊博



書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

ll

監事

(事務局長)

タムラ テツヤ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

田村 哲也

12 監事

ツノ ヒロシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

津野 洋

13
監事
ナカムロ カツヒコ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

中室 克彦

14
監事
ナカバヤシ テツヤ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

中林 哲也

15
監事
ニシジマ ワタル 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

西嶋 渉

16
監事
ハシモト トシアキ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

橋本 利明

17
監事
ヒライ ミツヨシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

平井 光芳

18
監事
マガラ ヤスモト 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

員柄 泰基

191
監事
ムラカミ タカオ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

村上 孝雄

20

モニワ タケオ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

茂庭 竹生

21
監事
ヤマモト タケシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

山本 丈

22 監事

ワタビキ リュウイチロ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

綿引 綾一郎

23

コウノ タカシ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

鴻野 卓

24
。監事
タカハシ カズタカ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日
な し

高橋 和孝



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和3年 3月 31日現在

特定非営利活動法人__旦杢堕ジ≧並全__

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 石飛 博之

2 伊藤 禎彦

3 岩瀬 伸朗

4 相馬 孝浩

5 高原 博文

6 田中 俊博

7 田村 哲也

8 津野 洋

9 中室 克彦

10 中林 哲也

11 西嶋 渉

12 橋本 利明


